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平塚　　力

大学経営に関する経営学的研究
―短期大学の４年制大学への改組転換を中心に―

はじめに

本稿は経営学、とくに非営利組織論の
立場からの大学経営の研究であり、わが国
の私立大学における経営改革を「大学間の
生存競争」という観点から考察する。その
際、本稿は考察の対象を 1990 年代以降に
短期大学からの改組転換によって誕生した
小規模私立大学に据えている。そこで最初
に本稿の背景と設定した問題について説明
する。

私立大学は自らのミッションを起点とす
る非営利組織であり、自律的な経営体とし
て、そのミッション選択は他者に強制され
るものではない。しかし 1990 年代のわが
国においては、政府によって大学管理制度
の改革が断行され、 また 2000 年代は政府
が大学の種別―大学の機能類型―を示し、
大学に自らの種別を明らかにすることを求
めた。そしてこうした文脈のもと、各大学
は経営改革を進めたが、そこには以下の２
つの特徴が見出される。

１つ目は、政府が大学に求めた改革の
内容であり、それは国立大学法人化に象徴
されるように、政府が大学に求めたのは経
営における意思決定および財政的な自律で
あった。

２つ目は、大学の経営改革に対する政府
の主導性である。2005 年１月の中教審答

申「我が国の高等教育の将来像（以下「将
来像答申」）は、「『高等教育計画の策定と
各種規制』の時代から、『将来像の提示と
政策誘導』の時代」への移行を宣言した。
そしてこのことが象徴するように、政府は
管理制度や助成制度の改革によって、政府
が望む機能を果たすよう、大学の経営改革
を誘導した。

つまり 1990 年代以降にわが国の大学が
進めた自律性を高めるための経営改革は、
政府によって自律化するよう誘導されたと
いう点において他者準拠的であり、政府か
ら誘導された「他律的な自律化」とはパラ
ドクスである（平塚, 2023b；93）。

それでは、本来、高度な専門性によって
自律的であるべき大学が、自らの経営改革
においてなぜ他者準拠的となるのか、また
他者準拠的であることは、大学の経営にど
のような影響を及ぼすのか、この２点が、
本稿が設定した問題である。　

次に本稿が問題として設定した他者準拠
的な大学経営とは、どのような状況に見出
されるのか。本稿はそれを、① 1990 年代
以降に短期大学から改組転換した小規模私
立大学が、②社会貢献を自らのミッション
として選択する、という状況に求めた。理
由は、他者準拠的な経営改革が見いだされ
ることの蓋然性であり、①は他者準拠性が
生じやすい教育機関として、②は他者準拠
性が生じやすい意思決定状況として、想定
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したからである。
①については、短期大学は準専門職―セ

ミ・プロフェッション―養成をおこなう完
成教育機関であるのに対し、大学は専門職
―プロフェッション―養成のための教育を
おこなうとともに、学術研究をも担ってい
る。そこで両者を比較すると専門性や機能
の複雑さという点において、市場競争にお
ける不確実性は後者の方が高い。そこで短
期大学が、大学という、より不確実性の高
い市場へ参入する際、または参入した当初
には、政府が定めた大学管理制度を参照し、
そこに記された組織条件に自らを同一化さ
せると仮定したからである。なお①につい
ては、以後、「改組転換大学」と略記する。

また②の選択には２つ理由がある。１つ
目は、その歴史の浅さである。先の「将来
像答申」は、「現在においては、大学の社
会貢献（地域社会・経済社会・国際社会等、
広い意味での社会全体の発展への寄与）が
強調されるようになってきている。当然の
ことながら、教育や研究それ自体が長期的
観点からの社会貢献であるが、近年では、
公開講座や産学官連携等を通じた、より直
接的な貢献が求められるようになってお
り、こうした社会貢献の役割を、言わば大
学の『第三の使命』として捉えていくべき
時代となっている」とし、2006 年 12 月施
行の改正教育基本法７条、2007 年 12 月施
行の改正学校教育法 83 条②によって、社
会貢献は教育、研究につづく大学の第３の
ミッションとして制度化された。

このように、社会貢献はミッションとし
ての制度化からの歴史が浅く、各大学が現
在進行形で模索しているため、政府の制度
や他大学の取組みが参照されやすいのでは
ないかと、考えたためである。

２つ目の理由は、小規模に由来した他
者準拠の蓋然性である。社会貢献の事業費
は学部・学科を超えた大学全体としての共
通コストであり、独立採算を実現できない
場合、それは学費で穴埋めされることにな

る。そういう意味において社会貢献は学費
値上げの潜在的要因である。その際、社会
貢献開始にともなう施設・設備・教職員な
どへの初期投資のうち、一定額は大学の規
模に関係なく発生するため、社会貢献事業
において独立採算を実現できない場合、小
規模大学ほど学生１人あたりの学費値上率
が大きくなる。そこで学費値上を避けるに
は、文部科学省などの外部資金が選択肢と
なり、その際、外部資金を獲得することの
意義は、小規模大学のように学費から大学
全体としての共通コストを捻出し難い大学
ほど大きくなる。そして事業採択のために
は様々な制度的なルールに従う必要性が生
じ、そこでの意思決定は制度準拠的になる
と考えたことが理由である。

次に本稿の問いである。問いは２つあり、
問①「改組転換大学」が、なぜ・どのよう
にして出現したのか、問②「改組転換大学」
のような歴史の浅い小規模私立大学が社会
貢献というミッションを他者準拠的に選択
した場合、なぜ・どのような経営リスクが
生じるのか、である。

最後に本稿の構成を説明する。１章は問
①に関する考察であり、短期大学という制
度の誕生と大学への改組転換が生じた歴史
的な経緯を明らかにする。以下、２章は「改
組転換大学」がその出自に由来して負うこ
とになったハンデについて、３章は政府が
大学に社会貢献への政策誘導を行った背景
と経過について、４章は本稿のまとめとし
て問②について、それぞれ考察する。

なお、本稿は先行研究の演繹による仮説
構築を目的とした探索的研究であり、後日、
本稿を基礎とした仮説検証のための実証研
究を予定している。

１.短期大学の制度化と大学への改組転換

本章では戦後に短期大学制度が誕生した
経緯、および私立の短期大学が４年制大学
へと改組転換した経緯について考察する。
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1.1　短期大学の制度化

戦前の高等教育課程は、帝国大学に代表
される、国家がエリート・准エリート人材
を養成するために自らで設立した正系の教
育機関と、専門学校に代表される実務人材
を速成するために、自治体・民間にも設立
を認めた傍系の教育機関とに分かれた複線
型構造であった（天野,　1986；136-145）。

ところが敗戦後に新制大学が制度化され
る際、日本の民主化という米国の占領政策
に沿って、正系と傍系という複線構造は傍
系が正系に吸収される形で解消され大学に
一本化された。その結果、戦前に大学では
なかった高等教育機関であっても設置審査
に合格すれば新制大学に昇格できた。ただ
し大学昇格を望みながらも、財務、設備、
教員などにおいて大学設置基準を充たせな
い教育機関は少なくなく、大学というとい
うカテゴリーだけでは、それらが戦後にお
いて存続する制度的な根拠がなくなった。
そこで教育制度に関する政府への建議機関
であった教育刷新委員会は、大学設置委
員会における新制大学申請校の審査状況に
かんがみ、「二年又は三年制の大学につい
て（1949 年１月 18 日）」において、暫定
措置として（天野,　2019；68-77）、実務人
材養成のための完成教育を行う二年又は三
年制大学を設置できるよう制度改正を建議
した。そしてこの建議は同年に学校教育法
の一部という形で国会上程され、その審議
に際しては「専門学校それ自身においてま
だ四年制の大学に一挙にしてなる見込がな
いと考えられたのは、申請をせざるものも
相当あるわけであります。これらの学校に
対しまして若し差当り二年制の課程を持つ
大学を認めるとすれば、或いは改めて申請
し、又保留中のもので或は不合格と一應指
定されたものが、合格することにもなるだ
ろうと考えられるのであります」との配慮
がなされた（1949 年４月 26 日参議院文部
委員会第８号）。そして同年に法律が成立

し、短期大学制度は翌年４月１日に発足し
たが、その際、文部省の「解説」（文部省 ,　
1949）では、以下の性格を有する高等教育
機関とされた。

　
・　二年又は三年の修業年限おいて実際
的な専門職業―大学で教育される専門
職業と高等学校で敎育される職業との中
間に位置するセミ・プロフェツショナル
職業―の教育を担う完成敎育の機関であ
る。

・　短期大学は単なる職業訓練機関では
なく、円満な人格の発達と社会人として
の教養のために一般教育を重んじ、旧制
の高等学校、専門学校のとは異なる性格
をもつ。

こうして誕生した短期大学は、その多
くが制度発足から昭和 30 年代までの間に、
旧制女子専門学校から移行した教育機関で
あり（林,　1983；127）、そのことが短期大
学という高等教育機関の性格を特徴づける
ことになった。

その後、講和条約によって独立した日本
は、朝鮮戦争による特需景気で経済復興の
足掛かりを得た。そして鳩山内閣は、その
勢いを経済の自立へと発展させるべく「経
済自立五カ年計画」を策定した（1955 年
12 月）。こうした文脈のなかで、文部大臣
は中教審に「短期大学制度の改善につい
て」を諮問し（1955 年 10 月）、それに対
して中教審は「職業教育ならびに実際教育
の機関として重要な役割を占めるに至った
ので、これを恒久的制度に改めるととも
に、実施後の状況、社会的要請等にかんが
み、その目的・性格を明らかにし、教育内
容等についても改善する必要が認められ
る」、と答申した（1956 年 12 月）。そして
この答申は 1958 年に学校教育法改正法案

（いわゆる「専科大学法案」）として国会に
上程されたが、従来通りの大学亜種として
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存続を願い、実業教育機関化に反対する私
立短期大学関係者の異議申し立て（日本私
立短期大学協会,　2000 ；294-296）などによっ
て法案は成立せず、短期大学が恒久的な制
度となるのは、1964 年６月の学校教育法
の改正を待たねばならなかった。

以上に起因して、短期大学が歴史的に負
うこととなった特徴については、次のよう
に整理できる。

①　�４年制大学の亜種であり、大学と
は異なる、準専門職（セミ・プロ
フェツショナル）の養成を担う完
成敎育機関であった。

②　�大学昇格を断念し短期大学を選択
した機関は、大学に昇格した機関
ほどには財務、設備、教員などの
組織基盤が充実していなかった。

③　�私立の短期大学関係者を中心に、
自らが完成教育機関であることを
自覚しつつも、４年制大学と同じ
「大学カテゴリー」に存在しつづ
けることにこだわった。

そして「改組転換大学」が、こうした短
期大学時代の特徴を残したまま、伝統ある
４年制大学との生存競争に臨んだ場合、そ
れがハンデとなることは自明である。これ
については２章で考察する。

1.2　短期大学の４年制大学への改組転換

（１）　改組転換の歴史的文脈
私立短期大学の４年制大学への改組転換

には、２つの文脈が影響した。
１つ目は 18 歳人口の変化に起因した政

府による定員管理政策である。1984（昭和
59）年６月、大学設置審議会大学設置計画
分科会は、1986（昭和 61）年度から 1992（平
成４）年度まで７年間の定員管理計画であ

る「昭和六十一年度以降の高等教育計画」
を策定した。これは 18 歳人口が 1992 年に
約 205 万人という期間のピークに達し、そ
の後、縮小に反転することが予測されてい
たことで、反動を最小限とするために、ピー
ク時までの定員（供給）不足分を、期限の
ない恒常定員と、期限のある臨時定員で充
当しようとするものであった。

ただし大学志願率が予想以上に上昇し
たことで、定員枠も大幅に拡大され、1992
年度までに約 19 万人の定員増―恒常定員
が約 7.8 万人増、臨時定員が約 11.2 万人増
―がなされた。

こうした人口動態の変化を踏まえ、大学
審議会は 1991（平成３）年５月に、1993（平
成５）年度から 2000（平成 12）年度まで
８年間を対象期間とする「平成５年度以降
の高等教育の計画的整備について」を発表
した。これは、供給、需要ともに当初の見
込みを超えると想定したうえで、来るべき
18 歳人口の減少期に備え、定員は原則抑
制とするが、「臨時的定員の解消に関連し
て、当該大学等において学部・学科等の新
増設・定員増を行おうとする場合の設置認
可については」、産業需要や学術発展等の
事情に限って定員増を認めた。つまり、文
部省は臨時的定員の解消に関して、学部・
学科の新増設という代替案を大学側に示し
たのである。

その後、1997（平成９）年１月に、大学
審議会は、2000（平成 12）年度から 2004（平
成 16 年）度まで５年間の高等教育計画で
ある「平成 12 年度以降の高等教育の将来
構想について」を答申した。同答申は 18
歳人口の 1992（平成４）年度約 205 万人
から 2009（平成 21）年度約 120 万人への
減少という文脈のなかで、「今後、各大学
等においては定員の充足に困難を生ずるな
どの厳しい経営状況になるものと予想され
る。特に、短期大学については、既にこの
ような状況を迎えつつあり、４年制大学へ
の転換をはかる例も見られている」と、大
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学全入時代の到来により大学経営が冬の時
代に突入したことを公式に認めた。

その際、臨時定員については、①制度
本来の趣旨からすれば「平成 11 年度に解
消すべきもの」としながらも、受験生及び
私学経営等への影響を考慮し、「平成 16 年
度までの５年程度の間で、段階的に解消す
る」との方針のもと、「平成 11 年度の数の
５割の範囲内で、同じく平成 16 年度まで
の間に、恒常的定員化を認めること」とし、
② 1991 年５月策定の前計画の方針を継承
し「臨時的定員の恒常的定員化については、
一般的な恒常的定員増の抑制や大都市部で
の新増設の抑制の例外として扱うこと」、
を決定した。そして恒常定員化の方法とし
ては、③「学問の進展や新たな人材養成需
要等、時代の要請への対応についても、既
設大学等においては改組転換を基本的に考
える必要があるが、････ 極めて必要性の
高いものについては新増設を認めることも
必要」とし、改組転換や学部学科の新増設
という選択肢を示した。これは、臨時定員
解消による規模縮小が、私企業的な経営体
である私立大学の財務に影響を与える点を
考慮した政府が、代替案を用意したのであ
る。

歴史的文脈の２つ目は、短期大学の主要
ターゲットであった女性の進学志向の変化
である。具体的には、1990 年代以降、女
性の社会的地位の向上は補助労働から主
要労働の担い手への変化として現れ、それ
によって進学先も短期大学から４年制大学
へと変化し、また政府が新たな職業教育機
関として制度化した専門学校への進学者
の伸びが短期大学のそれを上回った（苑,　
1996；196-197）。その結果、短期大学への
進学者は減少に転じ、往時の関係者は、自
らがおかれた状況の厳しさを「短期大学
は “ 構造不況 ” に陥っている」と評した
（地域科学研究会高等教育情報センター,　
1995）。

（２）　改組転換の歴史的な意味
短期大学は、高度経済成長期から平成初

期にかけての 18 歳人口の増加と進学率の
上昇を追い風に増加した。しかし 1990 年
代に 18 歳人口の急減という難題に直面す
ると、政府が支援策として示した臨時定員
の恒常定員化による４年制大学への改組転
換を利用して、大学に転換するものが続出
した。これが 1997 年１月の大学審議会答
申において、大学経営冬の時代の象徴とし
て例示された「改組転換大学」の出現であっ
た。それでは、このことは歴史的に何を意
味するのか。

改組転換という選択とは、女性の進学志
向の変化によって４年制大学よりも先に市
場縮小を経験した短期大学が、活路を４年
制大学市場に求めた生存戦略であった。そ
してそうした行為は 18 歳人口の減少期に、
それまでとは異なる市場に後発組として参
入することを意味した。つまり「改組転換
大学」とは、自らの市場環境が厳しさを増
したことで、新たな生存場所を求め他市場
から「遅れてやって来た新規参入者」であっ
た。それによって、①４年制大学市場を
熟知した先行大学との生存競争が待ってい
たこと、②４年制大学市場自体が縮小に向
かっていたことなどから、「改組転換大学」
における後発的な市場参入は、供給（定員）
過小であった高度経済成長期のように、４
年制大学としての発足を以て生存を楽観で
きるような状況にはなかった。

２.「改組転換大学」に想定されるハンデ

「改組転換大学」は、既存の４年制大学
との生存競争において、なぜ・どのような
ハンデが生じるのか。

米澤（2010；60-64）は、私立大学の経
営において重要となる変数として、規模（学
生数）、学費、威信（偏差値）の三つをあ
げる。そこで本稿は、この３つを私立大学
の市場競争を規定する要因と仮定する。

大学経営に関する経営学的研究
―短期大学の４年制大学への改組転換を中心に― 43



2.1　大学間競争におけるハンデ

（１）　規模（学生数）
ここでの「規模」とは総学生数であり、

それは原則として「学部数×定員（または
実員）×４年」で算出され、 日本私立学校
振興・共済事業団の定点調査「私立大学・
短期大学等入学志願動向」は、大規模（8000
人以上）、中規模（4000人以上8000人未満）、
小規模（4000 人未満）に分類している。

次に規模と経済性との関係である。経済
性の原理については「規模の経済」や「範
囲の経済」（伊丹・加護野,　2004；133-134）
が有名である。このうち前者は、事業規
模を拡大するほど単位当たりの生産コスト
が漸減するという現象をさし、これによっ
て大規模企業は小規模企業との競争におい
て有利となる。また後者は、複数の事業を
別企業で実施するより、１社内で多角化す
る方がコスト削減につながるという現象で
あり、それは事業間の共通コスト削減のメ
リットから生じる経済性である。ただしそ
の場合であっても、１社で複数の事業を構
え得る財務体力が必要であるから、結局は
その源泉もまた規模となる。ゆえに大学の
ミッションが教育、研究、社会貢献へと多
角化している今日、一定以上の規模の確立
は不可避といえる。それでは規模は、私立
大学の経営にどのように影響するのか。

まず戦後において私立大学の規模を規
定した歴史的要因について説明する。そ
れは進学需要の総量、および需要を吸収し
得る大学側の供給能力であり、需要が高
まった時期に多くの供給能力を持った大学
が大規模私立大学となり得た、と考えられ
る。本稿では前者を「機会」、後者を「能
力」と定義する。また私立大学の多くは単
科大学として小規模で発足するため（荒井,　
1996；71）、より多くの需要を吸収し得る

「能力」の確立には一定期間を要する。
金子（1996）によれば、戦後における

進学需要の大拡張期は 1960 年から 70 年代

であり、そうした「機会」に、一定の「能
力」を有していた大学は、「機会」に「能
力」がマッチしたことで規模拡大が可能と
なり、以後、私立大学の規模は「機会」と

「能力」に規定された。これを踏まえれば、
「改組転換大学」のように、18 歳人口の縮
小期に参入した大学は、「能力」を拡大さ
せるだけの「機会」に恵まれないことで規
模拡大が難しく、その経営においては大規
模大学以上に消費者ニーズへのフレキシブ
ルな応答が必要となる。

また両角（2011）は、①大学の財務収支
を規定する変数とは、規模ではなく定員充
足状況であるとし、規模が大きいほど学生
募集状況がよいこと、②財務収支や定員充
足に影響するのは規模以上に学内での経営
課題の共有状況であり、それはさらに学内
での長期計画の策定の影響をうけること、
③ただし長期計画の策定自体に規模の経済
が働くことで、小規模大学では計画策定に
投入したコストを回収できない可能性―長
期計画導入のデメリット―があること、④
大学という事業においては学生規模に関係
なく最低限のインフラ（設備や教職員等）
を要するため、経営に余裕を生じさせるに
は一定以上―学生数 2000 人以上―の規模
が必要であること、を指摘している。

次に小規模であることは、社会貢献とい
うミッション選択にどう影響するのか。

先述の通り私立大学の基本的な経営原理
は「規模の経済」であり、また規模は「範
囲の経済」の源泉でもあるから、大規模な
私立大学ほど教育・研究・社会貢献という
複数の機能をまかなう共通コストを捻出で
き、その分の学費上昇を抑制できる。逆に
小規模私立大学は、そもそも経営資源の制
約によって多角化自体が難題であり、仮に
社会貢献事業に着手できたとしても、それ
が独立採算を維持できない場合、その分を
学費から捻出することになる。つまり規模
の経済が働きにくい小規模私立大学におい
ては、社会貢献の支出超過が財務リスクと
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なるため、その選択においては、社会貢献
事業単体で独立採算を実現するような戦略
的な緻密さが要求される。

（２）　学費
私立大学における学費はそれ単体ではな

く、規模や威信との関係のもとで相対的な
影響力を持つ。

学費については、米澤（2010；62-63）
および水谷ほか（2019；28-30）は、つぎ
の２点を指摘する。

①　�学費と規模とはトレードオフ関係に
あり、その結果、たとえば小規模大
学は高学費を徴収せざるを得ない。

②　�学費と威信は正の相関関係にあり、
威信の高い大学は高い学費を設定で
きる。

　
以上について、①は規模の経済によって

説明できる。また①、②を踏まえれば、威
信の低い小規模大学は、規模の経済によっ
て高学費を必要としながら、それを強行し
得るほどの威信を有しておらず、ジレンマ
を抱えている。またそうしたジレンマは、
大学間競争が激化するほど強まる。

（３）　威信（偏差値）
以下の理由から、威信（偏差値）とは市

場競争におけるブランド力といえよう。
米澤（1995；159-160）によれば、私立

大学が高学費政策を選択するパターンは、
①高威信の大学が、そのことを背景に高学
費を設定する場合、②小規模大学が規模の
経済によって高学費を設定する場合、に分
かれる。そして①がポジティブな高学費政
策であるのに対し、②はネガティブな高学
費政策である。

次に威信を規定する要因であるが、水谷
ほか（2019；28-30）によれば、威信と正
の相関関係にあるのは、規模と大学年齢（伝
統）である。このうち威信と大学年齢との
相関性は「伝統効果」と称される（荒井,　

1996；69）。
以上に基づけば、市場の縮小期に「遅れ

てやって来た新規参入者」である「改組転換
大学」は、小規模と歴史の浅さという２つの
要因によって、高い威信を獲得することが困
難となり、また威信は学費設定を規定するこ
とから、大学間の競争が激化するほど、財政
的に厳しい状況におかれることになる。

本節の（１）から（３）をもとに「改組
転換大学」に想定されるハンデについて整
理すると、次の点を指摘できる。

18 歳人口の縮小期に遅れて参入した大
学ほど拡大の「機会」が限られ、それに
よって規模拡大、威信上昇、高学費設定が
相互連関的に困難となり、そうした悪循環
によって財政基盤がぜい弱な小規模大学と
して存在せざるを得ない。

そうした状況のなかで、「改組転換大学」
が財務均衡のために「小規模・低偏差値・
高学費」というポジションを選択した場合、
当該大学は収容定員の充足が困難となり、
学費値下げという市場の要求を受け入れざ
るを得なくなる。

2.2　過去に由来したハンデ

（１）　事業モデル
同じ高等教育機関という括りにあって

も、学術研究および専門職業教育を担っ
てきた４年制大学と準専門職養成を担って
きた短期大学とでは、機能の差に起因して
事業モデルが異なる。具体的には、女子へ
の実業教育という戦前の性格を継承し、当
該の準専門職の養成というシングル・イ
シューにゆえに事業モデル－学生のリク
ルート先（高校）や就職先－はシンプルで
明快であった。その結果、短期大学は地域
における特定進学ニーズの受け皿として独
自のニッチ市場を形成することができ、４
年制大学との市場競争を回避しながら生存
できた。しかし改組転換によって準専門職
市場と決別したからには、旧来的な事業モ
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デルは既存の大学と競争するうえでの足か
せとなる。

（２）　組織の文化と構造
以下に述べるように、先行研究は短期大

学の文化や構造が「学校的」であることを、
４年制大学と競争する際のハンデとして指
摘している。

荒井（1996；71）は、大学を持たない学
校法人が大学昇格を果たした場合、そこで
の組織管理が「大学的文化」ではなく「学
校的文化」でなされている点を経営課題に
あげる。具体的には、大学は研究機関でも
あり、研究の振興には学問の自由、すなわ
ち教員側の自己裁量の確保が不可避である
ことから、事務職が法人全体を管理する「学
校的文化」から、教員が経営に参画する「大
学的文化」への脱却を経営課題にあげる。

また小川（2017；113 ,　191）は、大学を
抱える法人となって以後も、理事職が学校
や短期大学時代の経営感覚から抜け出せな
い点を経営発展の阻害要因にあげ、短期大
学時代の経営人材や経営資源のままでは、
４年制大学市場での激しいサバイバル競争
を生き抜いてきた学校法人には太刀打ちで
きないとしている。
「改組転換大学」は、こうしたハンデが

生じるような複数の要素を内包している。
すなわち、小規模であること、学内に戦前
の専門学校や実業学校以来の学校的文化が
浸透していること、事業モデルがシンプル
かつ明確であること、に起因して、学内を
理事長や学校長の陣頭指揮で管理すること
が可能であった。これは小規模であること
によって、その経営推進力が、組織的合理
性よりも個人的主観性（同志的一体感や管
理者の政治的パワー）にあったことが理由
である。

以上、「改組転換大学」が学校的な文化
や組織構造から脱却できない場合、それも
また既存の４年制大学と競争するうえでの
ハンデとなる。

2.3　新規参入後の「改組転換大学」

今日の大学間競争において、市場のリー
ダー的大学とフォロワー的大学とが同じ土
俵で直接対決すれば、どのような結果にな
るであろうか。

小川（2017；108-113）によれば、2000
年新設の４年制大学 28 校中のうちに私立
は 22 校で、うち「改組転換大学」は 17 校
であり、その後を追跡すると、2014 年度
で定員を充足し得たのは 17 校中で３校に
限られた。それではこうした新規参入後の
定員割れは何に由来したのか。

同研究は、その理由を短期大学と４年
制大学という事業環境の相違に起因した組
織文化およびマネジメント能力の違いに求
めている。そのうえで「改組転換大学」に
ついては、定員割れの短期大学が看板を書
き換えて生存を試みたが、結局、定員割れ
の４年制大学に転じたに過ぎない（小川,　
2017；112 ,　121）、と厳しい評価を行って
いる。これは本稿が先に掲げたハンデを克
服することなく、既存の大学と同じ土俵で
勝負した結果、と考えられる。

３.ミッション選択に対する政策誘導

大学が自らのミッションとして社会貢献
を選択するという状況は、先述のように政
府の主導によって大学のミッションが法制
化されるという文脈のなかで出現した。

本章では、これら法改正の意図、および
政策過程を、大学のミッション選択に対す
る政策誘導という観点から考察する。

3.1　大学ミッション法制化の政策的意図

（１）　政府主導による大学の機能分化
社会システム秩序の構成または再構成に

ついては、システムの管理者がそれを制御
する場合と、管理者が存在または関与せず、
システム成員の自発的な相互行為によって
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なされる場合とがあり、後者は「自己組織
化」（今田 ,　1986）と称される。そして先
に述べた政府による大学ミッションの法制
化は前者にあたり、その目的は政府が自ら
望む形にシステムを再構成することにあっ
た。換言すれば、大学ミッションの法制化
とは、政府が大学の機能を定義することで
あり、そしてそれは財政援助を介し、政府
が望む機能を大学が自発的に選択するよう
誘導するための「露払い」であった。

政府主導による大学の種別化（大学個体
群の機能分化）は、講和・独立を控えた占
領期末期から構想された。理由は、国家・
社会の人材需要に即して正系・傍系にわか
れていた戦前的な高等教育の複線構造が、
戦後の新制大学発足において大学に一本化
され、傍系に相当する教育機関が消失した
ことで、その部分の人材供給の減少を不安
視した産業界が、戦前的な傍系教育機関の
復活を政府に要望したためである（天野,　
2019；291-311）。

戦後、政府は政令改正諮問委員会「教
育制度改革に関する答申」（1951 年 10 月
16 日）を濫觴として、教育機関の種別化
に幾度となく挑み、そして挫折した（天
野 ,2013）。たとえば、種別化は中教審答申

「大学教育の改善について」（1961 年１月
28 日）でも言及されたが、2000 年代に至
るまでは、政府が高等教育機関の種別化誘
導を実現することはなかった。

ただし 1982 年の臨時行政調査会答申を
機に、政府は大学助成を政策誘導に利用す
るようになり（市川,　2004）、2000 年代に
入ると大学への財政援助は、大学への種別
化誘導の手段となった。

2000 年代において、「種別化」構想を最
初に提示したのが 2005 年の「将来像答申」
であり、そこでは大学の個性・特色に応じ
た「機能別分化」の具体例として７つの機
能が提示され、社会貢献機能（地域貢献、
産学官連携、国際交流等）もその１つにあ
げられた。

また答申は、「各大学は、固定的な『種
別化』ではなく、保有する幾つかの機能の
間の比重の置き方の違い（＝大学の選択に
基づく個性・特色の表れ）に基づいて、緩
やかに機能別に分化していくものと考えら
れる」とし、種別化は大学個々の任意的な
選択の帰結であることが前提とされた。

ただし同答申は今後の方向性として「基
盤的経費助成と競争的資源配分を有効に組
み合わせることにより、多元的できめ細や
かなファンディング・システムが構築され
ることが必要である。これにより、国公私
それぞれの特色ある発展と緩やかな役割分
担、質の高い教育・研究に向けた適正な競
争が目指されるべきである」と、政府に対
して、大学への公的な財政援助を介した種
別化誘導を提言した。

（２）2000 年代における大学種別化の背景
2000 年代に大学の種別化が政策課題と

なったのは、政府が大学を成長戦略の主要
アクターに据えたためである。それによっ
て、政府は大学の種別化（機能分化）を財
政的に誘導するとともに、政府が期待する
機能を自発的に果たすよう、２つの改革を
行った。１つは大学の経営自律性を高める
ための制度改革であり、国立大学の法人化

（2004 年４月）はその象徴である。
法人化の政策過程をひも解くと、1990

年代、科学技術政策を重点的に推進した米
国（柴山,　2013）が主導する形で、2000 年
代は IT やバイオテクノロジーなど高度な
科学知識を核としたイノベーションが世界
レベルで経済発展の基盤となった。そこで
小泉内閣は首相直属の知的財産戦略会議を
設置し、「知財立国」という成長戦略を掲
げ 、国立大学を戦略達成の主要なアクター
に据えた。それが法人化へと結実したの
は、大学を経済成長に貢献させるためには
外部と連携し得る自律性が必要であり、そ
れによって産業政策、科学技術政策、高等
教育政策の議論が国立大学の設置形態へと
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収斂したからである。つまり国立大学の経
営的自律は、それが文部科学省を超えた内
閣としての国家の成長戦略に組み込まれた
ことで、大学の意思とは関係なく官邸主導
によって実行されたのである。

２つ目の改革は、政府が大学への公共投
資の方法を、一方向的な贈与から双方向的
な契約―用途を指定しない交付金の削減と
用途を限定した競争的資金の拡大―へと変
更した点である。これについては本節（４）
で考察する。

（３）2000 年代における政策誘導の過程
先の「将来像答申」でなされた提言が

具体的な政策として動き出す契機は、2009
年６月から約１年間にわたって議論され、
都合４回に分けて提出された中教審大学分
科会「中長期的な大学教育の在り方に関す
る報告（第１次～第４次）」であった。

たとえば第４次報告（2010 年６月 22 日）
は、「2. 大学への財政支援」における「今
後の改善の方向性」として、「大学教育の
質保証を強化し、あわせて、各大学が主体
的に自らの個性・特色を明確にし、機能別
に分化していくよう支援」するとし、「社
会的要請が高く、また、大学教育政策と
して優先順位が高いものを分かりやすく示
し、重点的に支援」するとした。同時に、

「競争的な環境下で大学教育を改善する取
組への支援」として「申請、採択において、
情報公開や機能別分化を促進する方策を検
討」するとした。そしてここから抽出され
るのは、政府として優先順位が高い課題を
重点化し、大学がそれに自発的に取り組む
よう助成申請や採択を通じて誘導していく
との論理であった。こうした論理は私立大
学支援にも通底し、「私学助成を拡充し、
基盤的経費の助成を充実するとともに、我
が国の政策的課題への各大学の個性・特色
ある取組を財政的に支援することが重要」
とされた。

以上のように種別化政策とは、政府が大

学個体群の機能分化メニューをつくり、財
政援助という経済的誘因を通して大学を特
定の種別へと誘導していく政策手法であっ
た。そしてそれが可能となったのは、2006
年の改正教育基本法の施行によって「国は、
全国的な教育の機会均等と教育水準の維持
向上を図るため、教育に関する施策を総合
的に策定し、実施」すべき責務を負い、「政
府は、教育の振興に関する施策の総合的か
つ計画的な推進を図るため、教育の振興に
関する施策についての基本的な方針及び講
ずべき施策その他必要な事項について、基
本的な計画を定め」る権限を得たからであ
る。

紙幅の都合上、前後の過程は省略するが、
中教審答申「2040 年に向けた高等教育の
グランドデザイン」（2017 年 11 月）には、
政府の 2000 年代における種別化政策のロ
ジックが集約されている。

同答申は、その主題を「2040 年に必要
とされる人材と高等教育の目指すべき姿」
においた。そしてこのことが象徴するよう
に、そこでの高等教育改革の目的は、国家
成長のための人材育成であった。

答申は 2040 年を「知識集約型社会」と
想定し、「知や情報が経済的な価値の源泉
となることで、知の拠点である大学そのも
のが産業を支える基盤になること」を期待
した。そこで「高等教育機関が『多様性』
を発揮するためには、各大学は自らの強み
や特色を意識して、自大学の発展の方向性
の明確化や他大学との連携の推進など、『強
み』を強化していくこと」を重視し、学内
の推進エンジンが機能するよう、「多様性
を受け止める柔軟なガバナンス」、すなわ
ち学長権限強化のための制度改革を提言し
た。

さらに答申は大学の種別化を、「『強み』
や『特色』を明確にすること」と言い換え、
３種類の人材（①世界を牽引する人材、②
高度な教養と専門性を備えた先導的な人
材、③高い実務能力を備えた人材）の養成
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を例示して、わが国の大学に機能分化を求
めた。

（４）　種別化誘導の第２のドライバー
種別化誘導の第１のドライバーが、大学

を成長戦略に取り込むための機能分化要求
であったとすれば、第２のドライバーは政
府の行財政改革である。

たとえば国立大学法人発足以降毎年 1％
の交付金削減に代表されるように、大学に
提供される基盤的経費（国立大学法人運営
交付金、学校法人経常費一般分）は削減ま
たは実質的に削減され、大学はそれを補完
するための財源を求めたが、その背後に
あったのが行財政改革の論理である。

2007 年 11 月の財務省財政制度等審議会
「平成 20 年度予算の編成等に関する建議」
は、国立大学運営交付金と私学助成の１％
削減を前提に、前者については「運営費交
付金の配分ルールについては、国立大学法
人の教育・研究等の機能分化、再編・集約
化に資するよう、大学の成果や実績、競争
原理に基づく配分へと大胆に見直す必要」
があること、また後者については「一般補
助においては、単に定員割れか否かという
だけでなく、より一般的な私学の経営・財
務状況を表わす指標を用いるなど、その状
況を配分に反映させ、経営の効率化に資す
るような改革、特別補助については、経営
戦略を明確にする私学支援への改革を推進
する必要がある」とした。

こうした大学への費用対効果の注文は、
民主党政権下の 2011 年度予算編成で具現
化され、「時代の要請に応える人材育成及
び限られた資源を効率的に活用し、全体と
して質の高い教育を実施するため、大学
における機能別分化・連携の推進、教育の
質保証、組織の見直しを含めた大学改革を
強力に進めることとし、そのための方策を
１年以内を目途として検討し、打ち出すこ
と」が財務相と文部科学省との間で合意さ
れ１）、合意が実現されることを前提に、大

学関係の主要経費は、2005 年度以来６年
ぶりの増額となった２）。

2012 年６月、文部科学省は財務省との
合意に沿って「大学改革実行プラン」を発
表した。それは、2012 年度から 2017 年度
を大学改革実行期間とし、①大学政策の方
向性を、大学教育の質的転換、戦略的な機
能強化、システム・基盤整備におくと同時
に、②大学改革の方向を、「激しく変化す
る社会における大学の機能の再構築」、「大
学のガバナンスの充実・強化」の２つに定
め、それぞれに４つの具体的課題を設定し
た。その際、②については、地域再生の核
となる大学づくりや大学へのメリハリある
資金配分が構想された。

財務省からのこうした改革圧力はその後
もつづいた。たとえば私学助成については、

「大学改革がない中での大学への補助金支
出は、教育力に疑問がもたれるような大学、
進学する魅力に乏しい大学を経営的に救済
することにつながる可能性があ」るため、

「私学助成の『調整係数の更なる強化』及
び『補助金配分基準に教育の成果を測るた
めの客観的な指標の導入』を行うべき」３）

とされた。
こうして大学への公的財政援助は、プロ

グラム型の競争的資金助成が漸増し、それ
には外形的評価―プロポーザル評価以前に
公募者側が事前に設定した項目のチェック
を通じて事業者としての妥当性を判定する
評価法―がなされるなど、大学に対する財
政援助を介した種別化誘導が進んだ４）。

3.2　私立大学に対する社会貢献への誘導

ここでは 2010 年代を中心に、私立大学
で社会貢献が推進された背景を考察する。

まず 2000 年代の大きな潮流とは、先述
のように、政府によって大学が成長戦略の
主アクターに据えられた点である。

次に社会貢献への政策誘導の前段には、
私立大学への種別化誘導が存在した。
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中教審大学分科会大学規模・大学経営部
会は、2010 年 5 月の「私立大学の健全な
発展に向けた方策の充実について」におい
て、各学校法人に「自主的・自律的に機能
別分化を通じて、自らの特色を発揮し、経
営資源の有効活用に取り組むこと」を求め
たうえで、改革への誘因となるような私学
助成の具体例を示した。

私立大学の社会貢献に関する政策誘導
は、先述の「大学改革実行プラン」の論理
に沿って２つのプログラム助成（競争的資
金）が用意された。

１つ目は、2012 年度公募開始の「地（知）
の拠点整備事業―COC 事業―」であり、「自
治体等と連携し、全学的に地域を志向した
教育・研究・社会貢献を進める大学を支援
することで、学内組織が有機的に連携し、

『地域のための大学』として全学的に地域
再生・活性化に取り組み、教育カリキュラ
ム・教育組織の改革につなげる」ことを目
的とした。

その事業内容は、大学単独申請の場合、
初年度の基準額 5800 万円、補助期間は最
大５年という設計で５）、その性格は、事業
スタートアップへの資金補助であった。た
だしこの事業は、同時に学長が大学でリー
ダーシップを発揮し得るための大学ガバナ
ンス改革と、学長リーダーシップによる自
主的な種別化（ミッション選択）を進める
ことが要求されており６）、補助事業名だけ
では感知できない、二重構造の誘導政策で
あった。

２つ目は、「教育の質的転換、地域発展、
産業界・他大学等との連携、グローバル化
などの改革に全学的・組織的に取り組む私
立大学等に対する支援を強化する」ことを
目的に 2013 年度から始まった私立大学等
改革総合支援事業である。

この事業には、①大学教育の質的転換、
②特色を発揮して地域の発展を重層的に支
える大学づくり、③産業界や国内外の大学
等と連携した教育研究、の３メニューがあ

り、社会貢献は②のなかで推進された。ま
た種別化誘導という点では、「経常費・設
備費・施設費を一体として重点的に支援す
る」こと、すなわちプログラム実施経費へ
の補助金でありながら基盤経費補助金の性
質を備え、資金用途の柔軟性という私立大
学にとって魅力的な誘因が用意された（佐
藤,　2014）。

ただし大学が事業に採択されるために
は、プロポーザル内容の良し悪し以前に、
外形的評価をクリアする必要があった。こ
の点については、大学の生存戦略としての
制度の儀礼的順守として４章で考察する。

以上を総合すると、社会貢献が推進さ
れた外的要因は、国立大学同様、政府が
私立大学を成長戦略の主要アクターに位置
づけ、基盤経費助成の漸減とプログラム助
成（競争的資金）の漸増を同時に行い、後
者を種別化誘導の手段として用いた点であ
り、結果、一部の私立大学が種別化の選択
肢として社会貢献を選んだのである。この
点について、先行研究は「機能強化を促進
するための装置が補助金制度にビルトイン
されており、大学は補助金の配分を求める
限りは大学改革を受入れざるを得ない方向
に制度上仕向けられている」と結論づけ
る（小入羽,　2015；114）。つまり種別化は、
形式的には大学側の自発的な機能選択であ
るが、その実質は、①「将来像答申」にお
ける『将来像の提示と政策誘導』の時代へ
の移行」宣言に象徴されるように、政府が
改正教育基本法のスキームに則って大学個
体群の機能分化プラン（政策目標）をつく
り、②大学が自発的に外部と連携し得るよ
う大学の経営自律性を高めるための制度改
革を行い、③一括交付金の減少と競争的資
金の拡大という競争的環境を演出したうえ
で、④ガバナンス改革と称して学長の権限
を強化し、大学が学長主導のもとに政府が
期待する種別（ミッション）を自発的に選
択するよう、財政補助と大学管理制度の双
方から大学を誘導したのである。
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こうした現実から判断すれば、種別化
政策とは政府による経済的誘因を介した大
学への規律（文化的な支配）であり、その
歴史的な意味は、占領期の教育改革によっ
て画一化された大学個体群を、政府主導に
よって機能分化させる統治行為であった。
かくして政府は、1951 年の政令改正諮問
委員会「教育制度改革に関する答申」以来
の宿願を、約半世紀をかけて達成したので
ある。

４.他者準拠的経営のリスクとその原理

ここでは、冒頭で設定した問②に関し、
「改組転換大学」のように、歴史の浅い小
規模私立大学が、社会貢献というミッショ
ンを他者準拠的に選択した場合に想定され
るリスクとその発生の原理を、社会学的新
制度論７）をもとに考察する。

4.1　教育組織のサバイバル戦略

専門職は、それが担う公益性によって国
家が定める制度によって管理される。その
理由は、専門職は高度な知識と技術を用い、
またサービスの評価は受益者の主観に左右
されるため、行為と結果の因果関係を一律
に判断することが困難となり、結果、企業
のような売上を以て成果を客観的に判定す
る一元的な評価はなじまない。そこで専門
職の評価においては、あるルールに沿った
行為は合理的な結果をもたらすという約束
事が規範化され、制度的ルールの順守度と
いう間接的な指標に基づき政治的な評価が
なされる（平塚,　2023a；72）。つまり、形
式（手続き）合理性の獲得を以て目的（機
能）合理性の獲得と読み替える文化的なレ
トリックがなされ、制度的ルールの順守度
に応じて職業特権や公的資源が付与される
のであり（Meyer & Rowan ,　1977；353）、
大学への競争的資金の審査段階でなされる
外形的評価はその典型である。

その際、制度的ルールが機能的に有効
であるというのは神話であるから、それは
機能的には重要ではない。重要なのはルー
ルの順守を通じて自らの文化的な正当性を
立証することであり、それ自体が自己目
的化される。なぜなら制度的ルールには期
待や信念などの社会規範が反映されており

（Meyer , 1972；111-112）、そうした社会規
範を充たすことが、職業特権や公的資源の
付与に値する正当な存在と認められるため
の必要条件となるからである。つまり専門
職組織においては形式合理性、すなわち制
度的ルールの儀礼的遵守こそが組織のサバ
イバル戦略なのである（Meyer & Rowan ,　
1977；353）。

ただし教育組織は公的な投資に支えら
れることで自らに経営資源を提供する顧客
と、自らが技術的に便益を供給するエンド
ユーザーとが異なるため、組織生存に必要
な交換の基準が二元的となる。そこで教育
組織は、前者への対策として管理制度が要
求する組織構造を「儀礼的」に採用するこ
とで経営資源を獲得する一方、後者への対
策として技術的に機能的な組織構造を秘密
裏に内製し、状況に応じて公私２つの組織
構造を使い分ける。こうした戦略的な行動
原理は「脱連結（decoupling）」と称され
る（Meyer & Rowan , 1977；356-357）。

4.2　制度的創発性

専門職を管理するマクロ的な制度には、
個人や組織を主体（Subject）へと成長さ
せる創発性が内在している。

たとえば、大学生にとって高等教育を
受けることは職業特権を得るための手段
でもある。そして制度に基づいて行動する
者が、いかなる行為が賞罰対象となるのか
を経験的に学習するように、大学生にとっ
て高等教育制度には、職業特権を得るため
に自らはどのように行動すべきかの「模範
解答」が内包されている（Meyer ,　1970）。
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その結果、大学生は制度を参照して自らを
再構成することで制度が正解とみなす状態
に到達することが可能になる。そして制度
に内包されたこうした側面は、社会学的新
制度論においては「前提を設定する力であ
り、行動を形成し方向付ける規範や標準を
定義する力」（DiMaggio ＆ Powell ,　1983；
157）と説明される。

スコット（1998；64-73）によれば、こ
れは制度が有する認知的な機能であり、制
度の参加者にとって制度とは一義的には従
うべき規則や規範であるが、その背後に存
在する思想や論理を認知できる者にとっ
て、制度は当該の状況においてどう対応す
ればよいのかを教えてくれる Script（台本）
として利用できる。

先の大学生の例でいえば、大学生は制
度を参照し、将来どのような特権が得られ
るのか、その特権を得るための条件として
制度はいかなる自己像を要求しているのか
等を認知し、制度が期待する自己像に自ら
を同一化させるのである（Meyer ,　1970；
567、1972；59-60）。

このように自らが将来において参加を
望む集団を定め、その価値基準を事前に内
面化し、将来の集団への参加に備えるよう
な先回した自己形成は、「予期的社会化；
anticipatory socialization」と称される（マー
トン ,　1961；240-248）。そして大学生が制
度を Script（台本）として利用して予期的
社会化を遂げるという現象が意味すること
は、制度は参加者に対して存在する目的や
目標を提示し、その実現を目指す新たな主
体（Subject）を創発するということである。
そして政府が制度を通じて、「社会貢献を
行う大学こそが公的支援を受けるに値する
正当な大学である」という規範を大学間に
浸透させれば、大学はそれに創発されるか
たちで、社会貢献を自らのミッションに組
み入れるのである。これは、大学が管理制
度によって主体として創発されるという側
面である。

4.3　過去の成功体験からの組織慣性

高い公益を有する大学は、設置認可や定
員管理など市場への参入を政府が管理する
典型的な規制産業である。しかし 18 歳人
口および大学進学率が安定して拡大し「進
学希望者に対して大学定員が足りない」と
いう状況においては、いったん厳しい審査
をクリアすれば、規制という参入障壁があ
ることで、激しい生存競争にさらされる
ことなく市場の「分け前」を得ることでき
た。こうした状況は、わが国の短期大学が、
進学者が急増した戦後成長期の文脈におい
て、自らの経営課題が制度適応であること
を「学習」する機会となった。

その後、進学者が減少する市場縮小期に
入ると、短期大学は先行成功者や大学管理
者が示した「４年制大学への改組転換」と
いう改革モデルを参照し、設置認可という
規制をクリアし４年制大学市場に参入し
た。その際、「改組転換大学」のなかには、
過去の成功体験を通して、自らの経営課題
とは制度適応のみであると「学習」したこ
とで、脱連結に基づく市場対応のための組
織開発が不十分なものが存在したことは否
めない。

理由は過去の成功体験に固執すること
で、組織を現状へと留まらせようとする慣
性（イナーシア）が働くためであり、そう
した慣性は、埋没コストや乗り換えコスト
のような組織の内的要因、市場参入障壁な
ど組織の外的要因、によって生じる（桑田・
田尾 ,　2001；107-109）。

ただし、過去の成功体験に起因した組
織慣性によって、「改組転換大学」が市場
適応のための技術システムの改革を回避し
ても、経営状況はすぐには悪化しない。な
ぜなら 18 歳人口は１、２年で急減するの
ではなく、時間をかけて徐々に減っていく
からである。そして徐々に進行する環境変
化にあっては、経営悪化が深刻化してはじ
めて従来の経営パターンでは通用しないこ
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とに気づくが、経営改革に取り組もうとし
ても、それはあたかも「ゆでガエル」―水
からゆでるとカエルは生命の危機とは察知
できずに逃げ遅れ死んでしまうこと－のよ
うに、経営危機を実感した時点で改革はす
でに手遅れとなっている場合がある。なぜ
なら経営改革とは長期間を有するものであ
り、これまでに進めてきた形式合理性―制
度への適合―のみに焦点化した経営改革の
過程で、経営資源はすでに消失され、経営
危機を実感した時点で、当該大学には、今
後の経営改革に充当するだけの経営資源と
時間が残っていないからである。

　
4.4　大学間競争におけるハンデ

（１）　大学間競争が有する２つの側面
経営学の観点からすれば、組織は自らに

ハンデがある場合、そのハンデに応じた競
争を選択することが合理的である。

ポーター（1995 ,　55-71）によれば、市場
競争戦略には、企業の体力や能力に応じて、
コストリーダーシップ、差別化、集中とい
う３つの基本戦略がある。またコトラー
（1996；356-358） や 嶋 口（1986；94-108）
によれば、業界内での市場競争においては、
市場シェアまたは企業の体力・能力に応じ
て、リーダー、チャレンジャー、フォロワー、
ニッチャー、という競争上のポジションが
あり、それぞれポジションに応じた競争戦
略が存在する。そして伝統ある大学は、２
章で確認した規模、威信、学費、伝統など
を競争要因として、自らの資源や能力に応
じたポジショニングによって戦後の大学間
競争を生き抜いてきた（金子 ,　1996）。

その一方で、公益を担う専門職組織とし
て国家が定めたマクロ的な制度に従う教育
組織には、ポジショニングという発想を抑
止する２つの圧力が存在する。

１つ目の圧力は専門職社会に存在する同
調圧力である。専門職の場合、職務執行の
自律性を保持するため職能団体が仕事の条

件や方法を定義し、やがてそれを遵守する
ことが当該の専門職として受容される条件
となり、またその順守が集団内で規範化さ
れる。加えて、当該の専門職社会には情報
ネットワークが発達しており、新たに規範
化されたモデルは急速に普及し、当該の専
門職でありつづけるためには自己をそのモ
デルに同型化させなければならない。専門
職におけるこうした側面は「規範的同型化」
と称された（DiMaggio ＆ Powell ,　1983；
151-2）。

この原理を大学に援用すると、戦前の官
立大学が各地に新設された際、各大学は帝
国大学を規準として学内システムを整備し
た。これは専門職社会の規範に基づく「同
型繁殖」（天野 ,　1986；143）であった。こ
うして大学が、専門職社会の規範への同一
化を志向することで、自らを他から異質化
させようとする思考が停止する。

２つ目の圧力は、専門職としての制度
的管理に起因した圧力である。Meyer&  
Scott（1981）は、同一の教育行政区に存
在する学校間には、児童・生徒の人種、家
庭所得、自前校舎の有無など学校としての
属性が異質であるにもかかわらず、その組
織構造には共通性が存在することを確認
し、その原理を、学校は制度が要求する組
織構造の順守度に応じて経営資源が付与さ
れるため、同一の制度で管理される学校は、
個々の特性の相違を越えた組織構造の同型
化が生じる、とした。これは制度的同型化
という現象であり、これを大学管理制度に
援用すると、大学は「大学とはかくあるべ
し」という制度管理者が期待する組織像に
自らを同型化し、個々の総和として大学全
体が同型化するのである。

以上の２つの圧力が作用することで、大
学間の生存競争においては、必ずしも体力
や能力に応じたすみ分けが生じるわけでは
なく、逆に大学間には制度を規準とした同
型化が生じる。

ここから想定されるのは、私立大学には
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自らのポジションに応じた競争戦略を採用
し得る大学と、それができず単に日々の状
況に反応しているだけの大学とがあり、そ
れを分けるのは次項で述べる、制度に対す
る認知能力の差である。

（２）　制度に関する認知能力差
人間の行為は、自らが理解した範囲でし

かなし得ないという意味において認知的で
あり、それによって制度に対する「認知的
な能力差」が、大学個々の制度対応を分け
る要因となる。

教育組織において、「脱連結」という戦
略は高等テクニックである。なぜなら制度
的ルールとは管理者によって言語表記され
た物象（イメージ）であり、教育組織にお
いては、その物象（イメージ）は実際に構
築するだけの価値があるのかを判断し得る
認知能力が必要となるからである。

一例をあげると、「中長期計画の策定」
が事業補助の外形的評価の項目にあった場
合、「脱連結」戦略からすれば、それが自
らの機能的需要と一致していない場合、「中
長期計画」というラベルを冠した何らかの
仕組みを用意すれば足りるのであって、「中
長期計画」そのものは自らの実情に応じて
私製すればよい。しかし制度への認知能力
が未熟な大学は、物象を実在物とみなし、
多量の経営資源を投入して十全に開発する
ことになる。そしてそうした制度準拠的な
事業申請においては、「中長期計画とは何
か」を知らぬ大学が、中長期計画ではない
ものを中長期計画と称して作り上げ、結
果、出来あがった中長期計画と称するもの
が日々の実務で機能しない、という問題が
生じ得る。「脱連結」とは、こうした非合
理な投資を回避するために教育組織が経験
的に生み出した生存戦略であり、長年の大
学間競争を経て、制度への認知的な能力を
発達させた大学は、制度の儀礼的な充足と、
市場でのポジショニング（差別化）とを、「脱
連結」する。

そこで視点を「改組転換大学」におけ
る社会貢献に転ずると、それらの大学は転
換後のミッションの確立が優先課題となる
ため、社会貢献はその選択肢となる。その
際、管理制度への認知能力が未熟なことで、
ミッション選択において模範解答を制度に
求め、そして制度が示した組織要件を充足
すれば、政府からのお墨付きや財政補助を
獲得でき、それによって組織として永続が
可能となる。

ただし、制度的正当性と技術的機能性と
の「脱連結」という観点からすれば、そう
したミッション選択は政府に誘発されると
いう意味で他者準拠的であり、制度的正当
性を充たしただけの社会貢献については、
かならずしも機能的な成果を出せるわけで
はない。こうした制度準拠的経営の限界に
ついては、本稿は２章で確認した、市場
参入後の「改組転換大学」の多くが定員割
れに直面しているという事実と相関性があ
る、と想定している。

4.5　他者準拠的意思決定の具体的リスク

財政援助を介した種別化、すなわちミッ
ション選択への政策誘導については、①
大学に機能選択の機会を与える（小入羽 ,　
2016；44）、②機能選択への財政的なハー
ドルを下げる（松宮 ,　2020；44）、という点
で意義がある。しかしそうした経済的利益
―外的報酬―をモチベーションとした種別
化は、投資収益性において必ずしも持続的
ではなく、それには３つのリスクが想定さ
れる。

１つ目は費用対効果からみた場合の収
益のコスト割れである（松宮 ,　2018；231-
232）（松宮 ,　2020；44）。理由は、私立大学
等改革総合支援事業における社会貢献助成
のように、近年の競争的資金では申請段階
で外形的評価が課され、その充足度が点数
化され事業採択の基準となる。これは本章
１節で確認したように制度的ルールの順守
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度、すなわち文化的正当性に対する政治的
評価である。そして文化的正当性を担保す
るために儀礼的に取り入れた公式の組織構
造は、必ずしも技術的に有効ではなく、逆
に技術的な有効性を追求すれば、政府の制
度設計者が公募段階で想定していないコス
トが発生し得る。

具体的には、大学が財政補助を契機とし
て社会貢献という機能選択した場合、政府
という資源提供者と地域社会というエンド
ユーザー（受益者）、この２種類の顧客が出
現し、それぞれへの対応コストが発生する。
このうち前者は、大学へは政府が要求する
機能や組織構造の充足度、すなわち文化的
な正当性にもとづいて資源が提供されるた
め、大学には正当性を担保するためのコス
ト負担が生じる。これに対して後者は、技
術的な有効性を担保し顧客を満足させるた
めのコスト負担である。そして双方の構築
に十全のコストをかけた場合には二重投資
となり、しかも政府が制度で規定した機能
や組織構造は必ずしも合理的ではないため、

「脱連結」の仕組みを理解し得ない大学にお
いては、こうした十全たる二重のコスト負
担が経営における収益性を低下させる。

２つ目は、本章２節で確認したように制度
は個人や組織を主体として創発する社会化機
能を内包しており、それには制度が設定した
コードへの同一化が介在している。そこで本
稿は、こうした現象を「コード的社会化」と
定義する。そしてこのコード的社会化は、外
形的評価のように、政府の財政補助を契機と
した大学のミッション選択でも生じる。すな
わち大学が削減された財源の補完策として、
助成プログラムに申請する過程で、コードの
なかに自己の利害やミッションを発見し、そ
れに同一化するという側面である。そして制
度への他者準拠的なミッション選択からは、
自らの財政基盤を逸脱した選択を行う余地が
生じる。たとえば、事業申請時の甘い見通し
と実力以上の目標設定のリスクである（佐藤 ,　
2018；9-10）。

私立大学の財政は学生納付金を基盤と
した「規模の経済」で成り立っている。ゆ
えに小規模私立大学が制度に創発される形
で社会貢献を進めた場合、少ない資源はさ
らに分散される。しかも財政補助は種別化
を誘発するための期間限定の助成であるか
ら、小規模私立大学には、①補助終了後に
社会貢献部門が自らのコストに相当する収
益をあげる、②社会貢献活動が入学定員確
保（財務安定）に客観的に寄与する、等の
成果がない限り、学生納付金では賄いきれ
ない支出超過リスクが生じる。つまり私立
大学のミッション選択には、その場しのぎ
的な財務均衡ではなく、自らの規模および
将来を見据えた長期的な財務均衡の視点が
必要であり、それを欠いた選択は経営体と
しての財務的な継続性を危うくする。

先行研究は財政援助による機能別分化
の効果は一時的で、やがて他の機能と平均
化していく点を指摘する（小入羽 ,　2014；
107）。これはわが国の大学における経営戦
略が、特定機能への集中ではなく機能の総
合化であることを示している。つまり、大
学のミッションが３種に制度化された今
日、万が一の保険として教育・研究・社会
貢献を均等に充足する選択であり、制度へ
の儀礼的な充足を旨とする大学のサバイバ
ル戦略としては合理的である。

３つ目は補助採択の自己目的化である。
「当大学は〇〇事業に採択されました」と
外部社会に表出する例は枚挙にいとまがな
い。これは大学が社会的威信によって序列
化される専門職組織であることに起因す
る。たとえば政府が種別化を誘発すべく補
助対象校を拡大するほど、事業採択実績は
優良大学であることの証明から、大学であ
るための最低限の証明へと変質する。結果、
同型化圧力が働き、大学は社会的威信を求
めて事業採択校というラベル取得を自己目
的化するようになる。

加えて外的な存在証明にはその前提とし
て内部成員を対象とした正当性の管理コス
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トが発生し、これも投資収益性の低下の一
因となる。

4.6　大学管理制度に想定される逆機能

上記の３つのリスクは、大学という専門
職組織によって構成される組織個体群の秩
序を、政府が外部から財政補助を介して変
革しようとすることと関係している。つま
り大学管理制度の問題である。

社会学的新制度論は、国家による専門職
統制の手段に「権限」と「助成」２つをあ
げる（Meyer & Scott,　1983 ＝ 1992；103-
104）。そこでこの２つが、大学統制におい
てどのように機能するのかをみていくと、
まず「権限」による統制については、大学
は専門職組織であり政府の大学管理政策担
当者との間には情報の非対称性が生じるた
め大学の権限を規制したとしても統制の貫
徹度には限界がある。次に「助成」による
統制については、大学はオープン・システ
ムであることから、公的助成（経済的誘因）
を通じて大学への影響力は高まる。以上に
よって、政府が大学の管理において「権限」
は分権化し、「助成」は集権的に行う政策
を用いた場合、「助成」での評価項目を変
えることで、大学を政府が意図した大学改
革へと、しかも大学側の自発的な制度適応
という形で、最低限の管理コストで誘導で
きる。そしてこうした手法は、強制ではな
く自発性を利用した大学統制であり、それ
はまたわが国の 2000 年代の大学管理政策
における常套手段であるが、問題はその技
術的な有効性である。先行研究は、その限
界を次のように指摘する。

佐藤（2018；13-22）によれば、1991 年
の大学設置基準の大綱化以来の大学改革政
策とそれに付随した補助事業は、①大学に
対する過剰な期待と過少な援助という矛
盾、②選択と集中（競争的資金）政策の迷
走、③政策目標と資金補助とのギャップに
よる大学改革のゲーム化、という問題を生

み出している。また私立大学政策について
は、松宮（2019；59-60）は「異なる条件
の大学を同じ基準で評価しようとする私立
大学等改革総合支援事業の制度設計には、
初めから困難が伴っている」と、その限界
を指摘する。それでは、こうした大学管理
制度に内在する問題は、歴史的にどのよう
にして出現したのか、またそうした問題の
本質とは何か。

戦後の高等教育需要の急拡大という文脈
において、政府が需給計画に基づき量的管
理（定員管理）を行っていた 1980 年代まで、

「昭和 61 年度以降の高等教育の計画的整備
について」が示した臨時定員にみられるよ
うに、私立大学は需要変動に対する調整弁
であった。そしてこの間は需要拡大分に相
当する大学、学部、学科を新設するなど、
私立大学経営は需要拡大に助けられ、その
経営課題は定員と助成を規定する私学管理
制度への適応であった。しかし 1990 年代
を分岐点として、2000 年代に入ると 2002
年 8 月の中教審答申「大学の質の保証に係
る新たなシステムの構築について」では、

「大学間の自由な競争を促進するため、今
後は抑制方針を基本的には撤廃する」とし
て、政府は従来の計画主義による大学定員
の量的管理を放棄し、自由化（大綱化）路
線に転じた。そして 2000 年以降、政府は
よりハードルの高い高等教育の自由化と質
的管理を同時に進めている。

それでは長期的な視野でみた場合、学術
的専門職が集合した個体群の機能分化を、
政治や行政における非学術的専門職が、経
済的誘因を介して進めるという統治行為
は、どのような帰結をもたらすのか。

政府が大学の個体集合を、自らが望む
種別構成に再編しようと、経済的誘因を介
して誘導する統治行為は、大学に対する規
律（文化的な支配）である。そして私学は
伝統ある大規模大学から歴史の浅い小規大
学まで多様であり、また私学のすべてが需
要拡大期において「学習」し、慣れ親しん
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だ制度準拠的な経営に決別できるわけでは
ない。そうした状況で、ミッション選択を
迫る種別化を、18 歳人口（高等教育需要）
の縮小期に、基盤経費助成の漸減とプログ
ラム型助成の漸増という「競争的環境の演
出」を介して私立大学に求めるという統治
行為には、外形的評価に対する儀礼的な同
型化によって、大学の経営的自律を意図し
たはずの制度改革が、逆に大学の制度への
依存性を強める、または制度が示した３つ
の種別（ミッション）ごとに大学を画一（同
型）化させる、という非合理性が潜在して
いる。つまり 1990 年代以降、政府は「権限」
と「助成」の操作によって、非営利組織で
ある大学を、財源の確保を自己目的化する
営利的事業体へと、無自覚的に改造してい
るのであり、このことは、統治技術として
の限界または意図せぬ逆機能である。

おわりに

本稿は、「大学間の生存競争」という観
点から、短期大学から改組転換した小規模
私立大学が、社会貢献を自らのミッション
として選択するという状況を設定し、他者

（制度管理者である政府）に誘導された外
発的ミッション選択が、経営上のリスクと
なる原理について考察した。

１章では短期大学制度の誕生と４年制大
学への改組転換の経緯を考察した。このう
ち後者については女子の進学需要の変化に
よって市場が縮小するなか、活路を４年制
大学に求めたことによる市場変更であり、
それらは４年制大学市場の縮小期に「遅れ
てやってきた新規参入者」であった。

２章では、「改組転換大学」が短期大学
を前身としたことで負うことになったハン
デ、市場競争における差別化戦略が回避さ
れる事情、新規参入後の「改組転換大学」
の定員充足状況、について考察した。この
うち新規参入後に定員割れ大学が多いとい
う状況は、短期大学時代に由来したハンデ

の解消や、ハンデに応じた差別化戦略の構
築を回避した結果と考えられた。

３章では、2000 年代において社会貢献
が大学の新たなミッションとして法制化さ
れた際の政策過程を考察したが、それは政
府が大学を成長戦略のアクターに据え、大
学に対して種別化（機能分化）を財政的に
誘導した過程であり、そこでは政府が期待
する機能を大学が自発的に果たすことが意
図された。そしてそうした意図は、私立大
学の社会貢献への誘導においても発露し、
私立大学は政府が定めた制度要件を充足す
ることで、財政援助と制度的ブランド―「政
府に認められた大学」というお墨付き―を
得ることが可能であった。

４章は、本稿のまとめとして、「改組転
換大学」のように歴史の浅い小規模私立大
学が、社会貢献というミッションを他者準
拠的に選択した際の、リスク発生の原理に
ついて考察した。

教育組織は専門職として制度によって管
理されるが、制度が要求する組織構造は必
ずしも機能的な合理性を有してはいない。
そこで教育組織は機能的な組織構造を別に
私製し、状況に応じて２つを使い分ける「脱
連結」という戦略を用いる。また制度に
は、制度の被管理者に目的や存在理由を与
える主体創発機能が内在している。ただし
こうした創発機能は認知的であるため、制
度に関する認知的な能力差によってすべて
の大学が制度に自律的に対応できるわけで
はない。その結果、歴史が浅く４年制大学
の管理制度への認知能力が不完全な「改組
転換大学」が、社会貢献というミッション
を、制度を模範解答として他者準拠的に選
択した場合、当初に認識していなかった経
営リスクが現実の問題として現れることに
なる。

最後にわが国の大学経営研究における本
稿の示唆と意義、および課題を述べる。

まず本稿の示唆は以下の４点である。１
点目は４章６節でも述べた大学管理制度に
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想定される逆機能についてである。
大学は非営利組織であり、また非営利組

織の存在目的とは「人と社会を変革するこ
と」であるから（ドラッカー ,　1991；5）、
財源（収益）の確保とは、大学にとって目
的達成のための手段であっても、目的その
ものではない。しかし 1990 年代以降、政
府が進めてきた、基盤経費を削減し、その
削減分を競争的資金によって提供するとい
う財政誘導によって、大学は財源確保にお
いて不確実性が高まり、その結果として本
来目的の達成以前に、財源の確保に頭を悩
まさなければならないような状況に追いこ
まれている。つまりそうした財政を介した
政策誘導は、意図せずして非営利組織であ
る大学を、財源確保を自己目的化する「商
業的大学」（ボック,　2004）へと誘導してい
るのではないか。

２点目は、政府が進めてきた大学への政
策誘導の本質は、経済的誘因による外発的
条件づけ、すなわち政府による大学への「規
律（文化的な支配）」であった。そして経
済的誘因を用いた大学の規律が常態化する
ことで、大学は自らの経営目標を、自己生
存のための制度への儀礼的同型化、すなわ
ち「形式合理性」に据えるようになり、そ
の結果、大学への公共投資は必ずしも大学
の「機能的合理性」向上に直結していない
のでないか。また財源的な危機感から、制
度化されたルールを充たし、設定された
金額を受け取ることに専心するという状況
が大学個体群全体に蔓延すれば、政府によ
るマネーをインセンティブとした政策誘導
は、大学に財源確保の自己目的化を促がし、
大学経営を儀礼的で予定調和的なマネー・
ゲームに変質させているに過ぎないのでは
ないか。

加えて「規律」という観点に立てば、政
府による大学支配とは、必ずしも憲法や学
校教育法など法制度にもとづく静態的な支
配ではなく、設置認可や資金助成など、資
源配分者としての日常のルーティン・ワー

クを通じた動態的な支配といえる。
３点目は、２点目に関する大学側の問題

点と、それへの対策についてである。
自らが公益を担う専門職組織であること

に起因して、大学は政府からの規制と助成
を受け、それによって制度の儀礼的順守が
大学のサバイバル戦略となる。そしてわが
国においては、1990 年代以降、政府は成
長戦略との関係において大学が自律するよ
う財政誘導し、それに対して大学が進めた
のは「他律的な自律化」であり、そこでの
経営改革は他者準拠的となった。その際、
他者準拠的な経営とは、情報を所与として
機械的に取り込む「情報処理」ではあって
も、情報の解釈による新たな「意味創発」
ではなく、後者からは大学としての存在目
的とその達成方法を自らで創発するような
自己準拠的な経営改革は出現し難い。特に
本稿がハンデとして説明したように、「改
組転換大学」は過去の組織特性が阻害要因
となって、他者準拠的経営から脱すること
は容易ではない。

経営組織論に組織学習という概念があ
る。これは組織が経験を通じて自らを変え
て行く現象を「学習」とみなしたものであ
る。そして組織学習には、通常のルーティー
ン・ワークを改善的に修正する「シングル・
ループ学習」と、ルーティーン・ワークが
機能しなくなった場合に、その前提となっ
ている組織の文化や構造などから抜本的に
作り変える「ダブル・ループ学習」とがあ
る（センゲ ,　1995；61-73）。これを援用す
れば、中長期計画に基づく経営改革とは、
通常の事業計画を改善するシングル・ルー
プ学習ではなく、経営人材、組織インフラ、
資金など、長期的にみた場合のボトルネッ
クを革新する大手術、すなわちダブル・ルー
プ学習である。

この中長期計画とは、組織を抜本的に改
革するためのシナリオであり、そこには人
材育成や組織基盤など、期間中の目標から
みた場合の阻害要因に対する手立てを事前
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に下位目標として実施計画に盛り込んだも
のである。そういう意味において，中長期
計画は、シングル・ループ学習としての既
存事業の修正計画とは異なる。そして先に
述べたように、「認知的能力」によってダ
ブル・ループ学習が困難な大学においては、
既存事業の修正計画を中長期計画と称して
実施するという問題が生じる。

そこで本稿は、「改組転換大学」におい
ては、かつての高度経済成長期のような需
要超過時代に「学習」した、制度化された
ルールを所与として日々の業務にまい進す
るという経営ではなく、まずは上記のよう
な長期計画の意味と方法論を学習し、それ
に基づき４年制大学を維持・発展させ得る
マネジメントの能力を有した経営人材（理
事や学長など）を育て、歴史ある他大学と
競争し得る組織基盤を構築することを経営
改革における優先課題にあげる。そしてこ
れは、今後における 18 歳人口の一層の減
少が見通せる状況においては、至急の対処
が求められる経営課題である。

４点目は、私立大学が学校法人の設置
校であることに起因した課題である。短期
大学から４年制大学への改組転換は学校法
人としての経営戦略と連動している。そし
て幼稚園から大学までフルセットで抱える
小規模の学校法人は、少子化という環境に
おいて各設置校が独立採算を維持できるか
が、発足後の大学の生存を左右する（荒井 ,　
1996；71）。

まず小規模であることは、「規模の経済」
によって各設置校の学費を押し上げる潜在
的要因である。またフルセットの学校法人
においては、たとえば学校の赤字を大学の
黒字で補填する「学園内奨学金」で設置校
を維持することが、18 歳人口の拡大期に
おいては可能であった。このことについて、
不採算事業の赤字を好調事業の黒字で補填
することは、営利企業における事業多角化
の常道であるが、非営利組織にあっては、
必ずしも妥当とはいえない。なぜなら、「学

園内奨学金」によって大学生が負担する学
費は上がり、かつ大学生は自らが享受する
便益以上に他の設置校の在籍者が支払うべ
き学費までを負担することになるため、18
歳人口の減少期の今日、そうした財務戦略
は当該大学の市場における価格競争力を低
下させ、定員割れの要因となる。

加えて、学校法人におけるフルセットの
意義とは、内部進学による学園全体として
の定員維持にあり、設置校単体として独立
採算を達成できないということは、たとえ
ば学園内の高校から学園内の大学への進学
のように、大学の定員確保にも影響する。

ゆえにフルセットで抱える小規模の学校
法人は大学単体の経営改革以前に、設置校
それぞれの独立採算を維持するか、それが
不可能であるならばフルセットを解除―財
務改善の余地がない不採算設置校を廃止―
し、特定の設置校に経営資源を集約すると
いう経営と、それを決断し、実行し得る経
営人材の養成が優先課題といえる。

次に本稿の意義についてである。1990
年代以降、大学関係者の関心が経営改革と
いう機能的な向上に向けられるなかで、大
学経営研究においては、合理性に焦点化し
た機能主義な研究が主流となった。そうし
た状況において、人間の行為における非合
理性に着目し、考察の焦点を経営資源獲得
のための「制度の儀礼的な順守」に定め、
規範主義的な論点を設定した点が本稿の意
義である。同時にそうした論点を設定し得
たのは、本稿が教育学に位置する高等教育
研究と経営学に位置する経営組織論にもと
づくハイブリットなアプローチを採用して
いたためである。

大学という高等教育機関の経営現象を究
明する際には、経営学と教育学という２つ
のディシプリンが必要となる。その際、経
営学は営利組織を対象とした「領域学」と
いう側面を有しているが、大学は非営利組
織であり、その経営は時々の制度的文脈―
高等教育の制度や政策―に規定されるた
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め、大学経営の研究を進めるには制度的文
脈の理解に時間を割かなければならない。
そういった意味において、大学経営研究を
進めるうえでは、教育学に位置する高等教
育研究と経営学とのハイブリットであるこ
とが求められる。そしてそうした社会科学
としてのハイブリット性を以て、大学経営
の課題を究明した点が本稿の意義である。

最後に課題については、本稿は先行研究
の演繹に基づく仮説構築的研究であり、た

とえば新規参入後の「改組転換大学」の事
業成果について、定員充足率などを追跡し
実証するなど、本稿での仮説を検証するよ
うな実証研究を実施することが、今後の課
題である。そこで今後は、「改組転換大学」
の今日における定員充足や財務均衡、法人
または大学におけるガバナンス構造や中長
期計画の実施状況、などの追跡調査を実施
する予定である。
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ABSTRACT

A Managerial Study on University Management；
Focusing on the Reorganization of a Junior College into a University

Tsutomu HIRATSUKA

This paper is a study of university management from the standpoint of nonprofit 
organization theory, and examines management reform at private universities in Japan from 
the perspective of "institutional dependence".

This paper sets two questions: 
(1) Why do universities, which should be autonomous, become dependent on others in their 

own management reforms?
(2) If a university's management reforms are based on others, what impact will this have on 

the university?　
In order to examine the above two issues, we will analyze small private universities that 

have been created through reorganization and conversion from junior colleges since the 1990s.
The structure of this paper is as follows: Chapter 1 clarifies the historical background 

of the birth of the junior college system and its reorganization into a university. Chapter 2 
discusses the disadvantages that the "reorganized and converted universities" were subjected to, 
Chapter 3 discusses the background and process by which the government induced universities 
to contribute to society, and Chapter 4 summarizes this paper and discusses how university 
management reforms, if they are other-compliant, will affect the universities.

The government-established university management system must be adhered to in order for 
the university to obtain the asset of legitimacy. However, the system is not always functionally 
effective, and compliance with the university management system alone threatens survival.

keywords	 University Management,　Junior Colleges,　Reorganization and conversion
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